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１．ベトナム青年技能実習事業－理念とコンセプト

５つの理念
• 国際協力：業務に従事しながら技能、

技術又は知識の移転（技能実習）
• 海外展開：ベトナム(周辺）での事業

展開に向けて関連・連携企業等の管
理・技術者及び職人層の育成

• 企業活力：日越両国企業等で就労で
きる管理・技術者及び職人層の育成

• 若手育成：（中長期視野での）熟練
技術者・職人及び職人層の育成

• 事業承継：資質と意欲ある若者によ
る日本やベトナムでの（中小企業
の）事業承継及び日越企業連携の推
進
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コンセプト
(日越両国の）
経済・産業・社会を支える管理・
技術者及び職人層の日本流育成

ベトナム青年技能実習生ご採用・意見交換会実施中
平成30年8月末以降、テーマを設定し、随時、標記会合を開
催しております。技能実習生等をご採用ご検討の企業等の
皆様のご参加を歓迎いたします。
・参加費無料、開催内容詳細は、フォーラムＨＰ
(http://jvef.org)ご参照

http://jvef.org/


２．外国人技能実習制度とは（外国人の技能実習の適正な
実施及び技能実習生の保護に関する法律（技能実習法））

• 目的：業務に従事しながら技能、技術又は知識を移転する
（実習）という人材育成を通じた国際協力の推進（注：労働
力需給調整手段ではないこと（技能実習法））

• 対象分野（80職種、144作業）：1．農業、2．漁業、3.建設、
4．食品製造、5．繊維・衣服、6．機械・金属、7．その他
（家具製作、塗装、溶接、自動車整備、介護等）(参考ご参照）

• 雇用契約：実習期間は3年（～最長5年）、報酬は日本人と同
等

• 技能実習の適正な実施と実習生の保護
• 仕組み：実習生送出機関（越国）⇒雇用契約：対実習生受入

れ企業（企業単独あるいは「監理団体」の介在）⇒入国直
（前）後の事前講習⇒技能実習（3年（～5年））⇒帰国、又
は、「特定技能1号」の在留資格で、日本語試験等が免除され、
引き続き就労可（注）
（注）特定技能外国人：技能実習2号（3年）の修了者は、特定技能1号
（5年コース）の試験等が免除される。
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（参考１）外国人技能実習制度職種一覧(3年コース）（資料出所： 法務省・厚生労働省）
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（参考２）新しい在留資格（特定技能）－１ （資料出所： 法務省入国管理局（３１．３）
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（参考３）新しい在留資格（特定技能）－２（資料出所： 法務省入国管理局（３１．３）

（注）支援計画が満たすべき基準概要（フォーラム作成）
・入国前の留意すべき事項の情報提供（対面又はテレビ電話装置等によること）

・出入国時の送迎、・賃貸借契約の保証人等住宅確保支援、預金口座開設等生活に必要な契約
支援、・届出等手続き同行等、・生活に必要な日本語学習機会の提供、・相談・苦情対応（外国人
が理解できる言語で対応すること）、・日本人との交流支援、・本人の責めに帰すべき事由に寄ら
ない雇用解除の際の就職先確保等々
・支援計画は外国人が十分理解できる用語で作成・交付され、適正に実施できること
・分野に特有の基準に適合すること

（注）



３．フォーラムの技能実習生受入れの考え方

入口（集中的研修）

エスハイ社（送出機関、本邦企業
向教育・研修・紹介等事業）

育成期間：概ね1年程度（日本語、
日本の企業・文化等の研修）

・企業等の多様なニーズを受け、
フォーラムと連携し事前研修の多
様化と質の向上を図る。

・ダナン市にも協力提案中。

技能実習(3(~5年))

ＪＶＥＦ（監理団体）：監理（技能
習得指導・保護）、相談、研修
等

期間：3年（又は5年）

エスハイ社、技能実習企業等
と連携し、実習成果向上並び
に出口支援を企画・実施。

出口（就職、技能向上・
ステップ・アップ支援）

エスハイ社、ＪＶＥＦ、ＪＶＥＦ関係企
業等

・在越本邦企業（実習企業関係等）
あるいは越の日越連携企業に就職
⇒さらなる技能向上を図るための
企業内転勤、事業承継等。

・新たなる在留資格（特定技能1号）

・越の高等専門学校・専門学校・高
度職業訓練機関等で日本語能力、
技術・専門性を向上させ、本邦企
業の「技術・人文知識・国際業務」
（在留資格要件より）等クロスボー
ダー要員として就職。

・日越の大学・大学院（日越大学
等）に進学し、高度専門職として本
邦企業等に就職。

・越の関係企業に技術専門職とし
て就職等。

１．越国等で活動できる管理・技術者、職人等育成ニーズ（ベトナムを中心とするアジア事業展開ニーズ）
２．国内人材ニーズ（人材不足）⇒管理・技術者、職人等（それぞれ候補を含む）の人材ニーズ（国内ニーズ）
３．中小企業等の事業承継等ニーズ：日本で後継を育て発展か、越国での展開を併せて発展か・・・

本邦企業に就職あるいは
本邦関係の業務につきた
い大学・短大・専門学校・

高校卒、
若年エンジニア等

日本語研修（N4-N3レベルに）
日本社会・文化・生活研修
日越ビジネス基礎研修（IT等）

就職・進路相談等

（本邦企業向け）
ベトナム社会・文化セミナー等
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４．ベトナム青年技能実習生の採用資質

• 日本企業で働き学ぶ意思と意欲ある若者（原則30歳未満）

• 働く分野の職業とその技術への興味及びその知識・技術の習
得意欲

• 基礎レベル（N４～N５以上）の日本語習得と更なる習得意欲

• 日本とベトナム文化・社会への基本的理解と日越交流意欲

• 日本での生活とビジネス社会への興味と基礎知識

• （大学卒・短大卒レベルでは）基本知識と専門分野の知識

• (日越両国での）社会人としての責任感 等

ベトナムは若く活力あふれる国：平均年齢３１歳、 日本は４６歳。
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ご留意点
・外国人技能実習制度には、職種の限定（２．ご参照）があります
・新しい在留資格（特定技能1号）では、技能実習（2号、3年）終了後に、技能・日本

語試験免除で在留資格（特定技能）を取得できます。（新しい在留資格の業種と技
能実習制度の職種・作業には一部不整合があります）



５．技能実習生受入れ企業の皆様へ（お願い）

• 働きながら技術を学ぶ御社の「社員」として育てて下さい。
• 実習期間終了後、在越関連会社あるいは連携越国企業での雇用、あ

るいは専門技術者（候補）としての育成・受入れのご検討をお願い
致します。

• 実習生の「出口」について、技能の向上、人材育成の観点から、越
国の関連企業への就職等可能なご協力をお願い致します。

• 実習生の採用拡大及び技量の向上に向けて、フォーラムは、日越企
業連携、本邦企業の進出・投資、マーケット・リサーチ等に専門機
関等と連携して対応致します。

• ベトナム社会・文化へのご理解をお願いします。

フォーラムは、送出し機関エスハイ社と密接に連携し、ベトナム青
年技能実習事業のサポートを致します。
また、エスハイ社は、正社員(エンジニア等）採用のご相談にも対
応致します。
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６． 一般社団法人日本ベトナム経済フォーラムと
エスハイ社(技能実習生送出機関）について

（１）一般社団法人日本ベトナム経済フォーラム
平成22年の設立以降、日越大学（ハノイ）の創設に向けて活動し（大学は28年9月、ベト

ナム国家大学ハノイ校傘下の大学として開学）、29年2月には、ダナン市と投資促進に係る
覚書を締結、同年9月、ダナン市と共催でダナン投資促進セミナーを開催し本邦企業のダナ
ン市及び周辺地域への投資促進を呼びかけた。同セミナー、アンケート調査等において、
「投資促進には、技術者及び専門家の人材育成とその雇用が本邦企業にとっての現下の最重
要課題」であることが明確になったことを踏まえ、ダナン市とも協力の下、本邦企業向け職
業訓練、技術者・専門家の育成と送出し支援等について調整を行っている。

30年2月、フォーラムは、技能実習事業実施を先行させることを機関決定し、同7月末、当
局より新しい技能実習制度監理団体許可を受け、明確な理念とコンセプトの下、「ベトナム
青年技能実習事業」を開始。フォーラムは、エスハイ社と連携の下、実践的管理・技術者及
び職人の育成に向けて、特定技能登録支援機構業務及び職業紹介事業等を技能実習監理事業
と併行的に実施し、日越連携して日越交流を発展させる専門的人材の一貫性のあるキャリア
形成に資する。
（２）エスハイ社（ベトナム実習生送出機関）
エスハイ社は、社の教育機関であるKAIZEN吉田スクール（本校ホーチミン）で日本語を学

び、日本で技能実習生として働いた後、ベトナム国の日系企業あるいは、次のステップへ羽
ばたこうとしている帰国実習生のサポート、就職マッチングを行う、優良な評価を得ている
ベトナム企業であり、フォーラム創設の支援企業でもある（創立10周年、従業員数250名、
学生数3000名以上、日本・本邦企業への送出実績7000名以上）。
同社は、日本語研修、日本文化、企業習慣等の教習機能を有している。本社はホーチミン

市、支社をハノイ市、ヴンタウ及びダナン市に設け、東京には連絡事務所を置いている。
本社：40/12-40/14 Ap Bac Street, Ward 13, Tan Binh District,  Ho Chi Minh City, Viet Nam

℡: (+84-28)62.666.222, Fax：(+84-28)6288.6383,
東京連絡事務所：東京都千代田区内神田１－５－１６アルテ大手町ビル8階

℡:03-5577-3268, Fax:03-3518-9093 URL: http://www.jp.esuhai.com 
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7．エスハイ社 URL: http://www.jp.esuhai.com 
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